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平成23年8月12日 

各 位 

会 社 名 新潟交通株式会社 

代表者名 代表取締役社長  佐 藤 丈 二 

 （コード：9017 東証第二部） 

問合せ先 総務部長     今 城   哲 

 （ＴＥＬ：025-246-6335） 

 

 

第三者割当による自己株式の処分に関するお知らせ 

 

 

当社は、平成23年8月12日開催の取締役会において、以下のとおり、第三者割当による自己株式の処分を

行うことについて決議しましたので、お知らせいたします。 

 

 

１．処分要領 

【自己株式処分に係る募集の場合】 

（１） 処 分 期 日 平成23年8月31日 

（２） 処 分 株 式 数 普通株式 400,000株 

（３） 処 分 価 額 １株あたり182円 

（４） 資 金 調 達 の 額 72,800,000円 

（５） 
募集又は処分方法 

（ 処 分 予 定 先 ） 

第三者割当による 

新潟いすゞ自動車株式会社        300,000株 

株式会社新潟マイホームセンター  100,000株 

（６） その他 該当事項はありません 

 

２．処分の目的及び理由 

当社を取り巻く環境は、東日本大震災と福島原発事故の影響に伴う消費の冷え込みにより、特に観光関連

事業を中心に厳しい状況が続いております。加えて原油価格の上昇が基幹事業であるバス運行コストを膨ら

ませていることから、一段と厳しい情勢にあります。 

このような状況の下、当社の基幹事業ある運輸事業においては、新潟市と共に進める「オムニバスタウン

計画」において非接触型ICカード「りゅーと」のサービス展開を重点施策として開始しております。 

そうした中、今般、当社は取引先2社との更なる関係強化のため、当社の自己株式を割り当てることと致

しました。割当先はお客様にご乗車いただくバス車両の快適性の向上に車両開発技術の提供を受けている

「新潟いすゞ自動車株式会社」および当社が開発・運営する商業集積地「万代シテイ」の更なる魅力創造の

ためにタイムリーな不動産情報の提供を受けている「株式会社新潟マイホームセンター」の2社であります。 

 この両社との関係強化は当社バスご利用のお客様および万代シテイにお越しになるお客様にとりまして利

便性・快適性の点におきまして必ず有益な効果をもたらすものと考えております。 

加えて当社にとりましては今回の自己株式の割り当ては2社との一層の関係強化に繋がるとともに、将来

に亘る安定株主の確保と今後さらに運行するバス車両の設備更新、IC カード利用可能エリアの拡大を進め、

利用者の皆様の利便性・快適性の向上とともに収益力の強化を図ることにより、今後の企業価値向上に資す

ると考えております。 
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３．調達する資金の額、使途及び支出予定時期 

（１）調達する資金の額 

        処分価格の総額     72,800,000円   

 発行諸費用の概算額        0円 

        差引手取概算額     72,800,000円 

 

（２）調達する資金の具体的な使途 

当該自己株式処分による調達金は、下記設備投資の一部に充当いたします。 

なお、調達資金を実際に支出するまでは、銀行口座にて管理いたします。 

 

具体的な使途 金額（千円） 支払予定時期 

乗車券ICカード対応機器導入資金 72,800 平成23年10月 

 

４．資金使途の合理性に関する考え方 

  本自己株式処分により調達する資金は当社の業務運営に資するものであり、将来に亘る安定株主の確保並

びに財務体質の更なる強化につながるため、合理性があると考えております。 

 

５．処分条件等の合理性 

（１）払込金額の算定根拠及びその具体的内容 

   処分価格につきましては、恣意性を排除した価格とするため当該処分に係る取締役会決議の直前取引成 

立日（平成23年8月9日）の東京証券取引所における当社株式の終値である182円といたしました。 

これは、取締役会決議直前のマーケット・プライスであり、また、日本証券業協会の指針も勘案して 

決定されたものであり、合理的であると考えております。 

   なお、当該価格182円については、取締役会決議の直近の直近1ヶ月間（平成23年7月12日から平成 

23年8月11日）における当社株式の終値186円との乖離率-2.15％、直近3ヶ月間（平成23年5月12日 

から平成23年8月11日まで）における当社株式の終値の平均値191円（円未満切り捨て）との乖離率 

が-4.71％、直近6ヶ月間（平成23年2月12日から平成23年8月11日まで）における当社株式の終値 

の平均値195円（円未満切捨て）との乖離率が-6.66％となっております。 

上記処分価格については、取締役会において合理性があるものと判断し、監査役全員が特に有利な処 

分価格には該当しない旨の意見を表明しております。 

  

（２）処分数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠 

   処分数量につきましては、400,000株であり、当社発行株式総数（38,640,000株）に対して1.03％ 

（平成23年3月31日時点の議決権総数37,688個に対する割合は1.06％）であるため、株式の希薄化及 

び流通市場への影響は軽微であると考えております。 

 また、本件は、有利子負債の増加抑制となり、当社の企業価値向上に資するものと考え、その希薄化 

の規模は合理的であると判断しております。 
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６．処分予定先の選定理由等 

 

（１）新潟いすゞ自動車株式会社の概要 

（１） 名 称 新潟いすゞ自動車株式会社 

（２） 所 在 地 新潟県新潟市中央区美咲町二丁目2番28号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 堤 正男 

（４） 事 業 内 容 自動車、自動車部品、付属品の販売、整備等 

（５） 資 本 金 97,875,500円 

（６） 設 立 年 月 日 昭和27年7月28日 

（７） 発 行 済 株 式 数 195,751株 

（８） 決 算 期 3月31日 

（９） 従 業 員 数 297名 

（10） 主 要 取 引 先 第四リース㈱、オリックス自動車㈱、宏商物産㈱ 

（11） 主 要 取 引 銀 行 第四銀行、北越銀行 

（12） 大株主及び持株比率 いすゞ自動車株式会社 （10.54％） 

（13） 当事会社間の関係  

 

 

 

資 本 関 係 

当社は、新潟いすゞ自動車株式会社の株式18,000株を保有しており、 

同社は当社普通株式467,600株（発行済株式数の1.21％）を保有してお

ります。 

 

 

 

人 的 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき人的関係はありません。また、当

社の関係者及び関係会社と当該会社の関係者及び関係会社との間には、特

筆すべき人的関係はありません。 

 

 

 

取 引 関 係 バス車両及び関連部品購入等の取引先 

 

 

 

関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 

当該会社は、当社の関連当事者には該当しません。また、当該会社の関係

者及び関係会社は、当社の関連当事者には該当しません。 

（14） 最近３年間の経営成績及び財政状態（単体） 

決算期 21年 3月期 22年 3月期 23年 3月期 

 純 資 産 3,545 3,628   3,771  

 総 資 産 7,994 7,381   7,363  

 １ 株 当 た り 純 資 産 ( 円 ) 18,113 18,537  19,269 

 売 上 高 13,081  11,442   13,370  

 営 業 利 益 225  255   237  

 経 常 利 益 245  287   288  

 当 期 純 利 益 114  94   154  

 １株当たり当期純利益(円) 582.39 484.13  791.51 

 １ 株 当 た り 配当金(円) 60 60  60 

（単位：百万円。特記しているものを除く。） 
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（２）株式会社新潟マイホームセンターの概要 

（１） 名 称 株式会社新潟マイホームセンター 

（２） 所 在 地 新潟県新潟市中央区幸西三丁目3番8号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 柏原 進 

（４） 
事 業 内 容 

業務用土地、建物売買、仲介、不動産賃貸管理   
不動産の有効活用のための総合企画、コンサルティング 

（５） 資 本 金 10,000,000円 

（６） 設 立 年 月 日 昭和54年12月1日 

（７） 発 行 済 株 式 数 20,000株 

（８） 決 算 期 3月31日 

（９） 従 業 員 数  9名 

（10） 主 要 取 引 先 ㈱福田組、㈱本間組、第一建設工業㈱、㈱廣瀬 

（11） 主 要 取 引 銀 行 第四銀行、北陸銀行、北越銀行、大光銀行、三条信用金庫、東邦銀行、 
秋田銀行、三菱東京ＵＦＪ銀行、 

（12） 大株主及び持株比率 柏原 進 18,500株 （92.50％） 

（13） 当事会社間の関係  

 

 

 

資 本 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係はありません。また、当

社の関係者及び関係会社と当該会社の関係者及び関係会社との間には、特

筆すべき資本関係はありません。 

 

 

 

人 的 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき人的関係はありません。また、当

社の関係者及び関係会社と当該会社の関係者及び関係会社との間には、特

筆すべき人的関係はありません。 

 

 

 

取 引 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき取引関係はありません。また、当

社の関係者及び関係会社と当該会社の関係者及び関係会社との間には、特

筆すべき取引関係はありません。 

 

 

 

関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 

当該会社は、当社の関連当事者には該当しません。また、当該会社の関係

者及び関係会社は、当社の関連当事者には該当しません。 

（14） 最近３年間の経営成績及び財政状態（単体） 

決算期 21年 3月期 22年 3月期 23年 3月期 

 純 資 産 1,283  1,385  1,470 

 総 資 産 13,680 13,912  16,240 

 １ 株 当 た り 純 資 産 ( 円 ) 64,150 69,250  73,500 

 売 上 高 5,507 5,577  5,320 

 営 業 利 益 517 503  499 

 経 常 利 益 177 184  153 

 当 期 純 利 益 104 101  85 

 １株当たり当期純利益(円) 5,200 5,050  4,250 

 １ 株 当 た り 配当金(円) 0 0  0 

（単位：百万円。特記しているものを除く。） 

 

※ なお、処分予定先、当該処分予定先の役員又は主要株主（主な出資者）が暴力団等とは一切関係がない

ことを確認しており、その旨の確認書を株式会社東京証券取引所に提出しています。 
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（２）処分予定先を選定した理由 

   ２．処分の目的及び理由で記述いたしましたが、当社の基幹事業である運輸事業の主要取引先との関 

係強化や将来にわたる安定株主の確保、そして、財務体質の強化を図ることにより今後の企業価値向上 

に資すると考え、株式を割当てることといたしました。 

 

（３）処分予定先の保有方針 

   各処分予定先は、中長期的に亘り継続的に当社株式を保有する旨の表明をいただいております。 

   また、当社は各処分予定先との間で、割当を受けた日から2年間において、当該株式の全部または一部 

  を譲渡した場合には、その内容を当社に書面にて報告する旨及び当社が当該報告内容を東京証券取引所に 

  報告し、当該内容が公衆の縦覧に供されることに各処分先は同意する旨の確約書を締結する予定であります。 

 

（４）処分予定先の払込みに要する財産の存在について確認した内容 

    処分予定先の新潟いすゞ自動車株式会社につきましては、直近決算期末（平成23年3月31日）におい 

て、払込みに必要かつ充分な現預金を有していることを当該会社の貸借対照表及び損益計算書から売上高、 

総資産、現金及び預金の状況により確認しております。株式会社新潟マイホームセンターにつきましては、 

当社担当役員が取引銀行である第四銀行が発行する預金通帳により確認しております。 

 

７．処分後の大株主及び持株比率 

処分前（平成23年3月31日現在） 処 分 後 

(株)第四銀行 4.52％ (株)第四銀行 4.52％

(株)ブリヂストン 4.24％ (株)ブリヂストン 4.24％

いすゞ自動車(株) 4.01％ いすゞ自動車(株) 4.01％

日本興亜損害保険(株) 3.80％ 日本興亜損害保険(株) 3.80％

(株)北越銀行 3.75％ (株)北越銀行 3.75％

(株)みずほ銀行 3.75％ (株)みずほ銀行 3.75％

太平興業(株) 3.44％ 太平興業(株) 3.44％

三井住友海上火災保険(株) 3.44％ 三井住友海上火災保険(株) 3.44％

三菱ふそうトラック・バス(株) 2.67％ 三菱ふそうトラック・バス(株) 2.67％

清水建設(株) 1.78％ 新潟いすゞ自動車(株) 1.98％

（注）持株比率は、発行済株式総数に対する所有株式数の割合を記載しております。 

（注）平成23年3月31日現在の株主名簿を基準に記載しております。 

 

８．今後の見通し 

  当社業績予想への影響は軽微であると考えております。 

 

（企業行動規範上の手続きに関する事項） 

本件第三者割当は、① 希釈化率が 25％未満であること、② 支配株主の異動を伴うものではないことか

ら、東京証券取引所の定める上場規程第432条に定める独立第三者からの意見入手及び株主の意思確認手続

きは要しません。 

 

（支配株主との取引等に関する事項） 

該当事項はありません。 
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９．最近３年間の業績及びエクイティ・ファイナンスの状況 

（１）最近３年間の業績（連結） 

 平成20年3月期 平成21年3月期 平成22年3月期 

連 結 売 上 高 24,809 23,254  21,306 

連 結 営 業 利 益 2,146 2,283  1,529 

連 結 経 常 利 益 920 1,137  439 

連 結 当 期 純 利 益 413 618  200 

１株当たり連結当期純利益 10.85 16.26  5.27 

１ 株 当 た り 配 当 金 0 0  0 

１ 株 当 た り 連 結 純 資 産 232.00円 248.13円 253.35円

 

（２）現時点における発行済株式数及び潜在株式数の状況（平成23年3月31日現在） 

 株 式 数 発行済株式数に対する比率 

発 行 済 株 式 数 38,640,000株 100％ 

  （ 潜在株式は存在しません。） 

 

 

（３）最近の株価の状況 

① 最近３年間の状況 

 平成21年3月期 平成22年3月期 平成23年3月期 

始  値 199円 201円 205円

高  値 207円 218円 208円

安  値 190円 192円 188円

終  値 196円 202円 200円

 

② 最近６か月間の状況 

 2月 3月 4月 5月 6月 7月 

始  値 205円 205円 200円 197円 192円 190円

高  値 209円 208円 200円 198円 198円 196円

安  値 202円 188円 192円 189円 188円 186円

終  値 205円 200円 198円 193円 188円 188円

 

③ 処分決議日の直前取引成立日における株価 

 平成23年8月9日 

始  値 182円

高  値 183円

安  値 182円

終  値 182円

 

 

（４）最近３年間のエクイティ・ファイナンスの状況 

   該当事項はありません。 
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10．処分要項 

 （１）処分期日         平成23年8月31日 

（２）処分株式数        400,000株 

 （３）処分価格         1株につき182円 

 （４）処分価格の総額      72,800,000円 

 （５）処分の方法        第三者割当による処分 

 （６）処分後の自己株式数    190,540株 (但し、平成23年3月31日以降の単元未満株式の買取及び 

買増分は含んでおりません) 

 

 

以 上 

 


